
 

 

 

 

 

  

 

 

○大分市において、民生委員の活動しやすい環境づくりとして以下を実施 

 ・民生委員に関する懸念事項に対して行政内での連携を図るために「民生委員児童委員庁内サポート会議」を設置 
→行政内の関係各課から挙げられてきた民生委員に関する懸念事項に対して、行政内での連携を図り、市民児協と協議 
   しながらその対応を明確にする 

 ・民生委員が係わる行政内の関係各課に専任の「民生委員児童委員支援担当者」を配置 
→関係各課の課長補佐以上の管理職が指名され、直接相談や支援要請に対応する 

 庁内サポート体制の整備 

民生委員・児童委員の活動環境整備のための方策例 

○豊島区において、民生委員の班活動に対して補助金を交付 

 班活動の立ち上げ・補助 

○都及び都民連で立ち上げた民生委員・児童委員制度検討委員会が平成２１年８月に報告書を発表 

  その後、西東京市及び八王子市にて検討会が発足し、検討を実施 

 検討会の設置 

○川崎市において、民生委員の活動の負担感を軽減するために、活動を所管別・分野別に整理したマニュアルを作成 

・業務ごとに概要、根拠法令、民生委員の役割、年間件数、活動費の有無、所管課を掲載 

・民生委員の候補者への説明にも活用 

 活動マニュアルの作成 

○神奈川県において、一般住民向け、子育て支援機関向け、自治会向けに内容の異なるパンフレットを作成 

・一般住民向けでは住民に身近な活動内容を紹介 

・子育て支援機関向けでは児童委員及び主任児童委員の活動を重点的に説明し、子どもと子育て家庭に係わる活動内容を 
  紹介 

・自治会向けでは民生委員に求められる人材ややりがい、役割等について重点的に説明 

 パンフレットの作成 

協力員事業の改善の方向性 
 
＜現状＞都は平成２６年度に手引き、平成２７年度に活用事例集を発行済みであるが、
協力員の活用方法が不明瞭である点が指摘されている。 

＜対応案＞ ・必要に応じて手引きを改訂し、各地区に提供する。 

・平成２７年度以降の各地区の活用事例を収集し、各地区に提供する。 

 

＜現状＞協力員が都知事委嘱であることが担い手のモチベー
ションになっている。 

＜対応案＞今後も都知事委嘱を堅持する。 

 

＜現状＞・任期１年。一部区市町村から任期延長の要望が挙げられている。 

・定数は単位民児協ごとに３名が基本（区市町村定数の範囲内で傾斜配置が可能）。
平成３０年４月１日現在、定数の上限まで協力員を委嘱しているのは３市町。一部区
市町村から定数増の要望が挙げられている。 

＜対応案＞区市町村のニーズを判断し、任期及び定数の緩和を検討する。 

活動事例や手引き等の適切な提供 

任期及び定数の検討 

意欲に結びつく評価 

 
都民連からの提言「３つの改善策」 

（「民生・児童委員協力員事業の活用に関する報告」より） 

         １ 業務の明確化と人選の工夫 
         ２ 業務の見える化、見せる化と評価 

         ３ 地域のニーズに応じた委嘱へ 

資 料 ６ 


